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1．はじめに

　東京商工会議所が2021年に示した「中小企業

のイノベーション実態調査」報告書によれば，

中小企業の73.0%が何らかのイノベーション活

動に取り組んでおり，そのうち 30.5% が革新的

なイノベーションに取り組んでいることが示さ

れている。この調査は，新型コロナウイルス感

染拡大による急激な環境変化に対応するため，

中小企業が新たなビジネスモデルへの転換や業

務プロセスの見直し，ITの戦略的活用など，イ

ノベーション活動を進めている実態を示してい

る。

　多くの中小企業が含まれるファミリービジネ

スにおいても，イノベーション活動は経営の持

続可能性や成長において重要な役割を果たして

いる。本稿は，ファミリービジネスにおける企

業家精神の発揚と経営管理システムの整備

（Management Control System；以下，MCSと略

記する）がいかにして経営改革と新規事業の成

功に寄与するかを明らかにすることを目的とす

る。具体的には，福岡県柳川市に所在する水門

メーカーである株式会社乗富鉄工所を事例とし

て事業承継後の経営改革とMCSの整備を分析

する。

　近年，ファミリービジネスにおける管理会計

あるいはMCSを対象にした研究が増加しつつ

ある。そこでは，ファミリービジネスが持つ特

色が管理会計やMCSの設計，活用にどのよう

に影響を及ぼすかが検討されている。例えば，

ファミリービジネスにおいて所有と経営が一致

することによるコーポレート・ガバナンスが，

経営者の戦略的意思決定や日常的な業務的意思

決定に至るプロセスにいかなる影響を与えるか

という点である。そうした研究蓄積をもとに

ファミリービジネスにおける管理会計およびマ

ネジメント・コントロールに関する実証研究の
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文献を包括的にレビューした Senftlechner and 

Hiebl（2015）は，戦略的意思決定において長期

的視点に立脚しており，それが戦略的管理会計

やマネジメント・コントロールのしくみの選択

に影響を与えている可能性があると述べている。

　本稿では，事業承継の前後において経営改革

を推進した事業承継者に対するインタビュー調

査を通じて，ファミリービジネスにおける事業

承継者が新規事業の展開と経営改革を推進する

にあたり，MCSをいかに活用し，組織行動の変

化をもたらしたのかを明らかにする。とりわけ，

ファミリービジネスにおける管理会計および

MCSの整備が経営改革と新規事業の成功にど

のように寄与するか，すなわち，企業としての

存続可能性を高めることに寄与する可能性のあ

るイノベーションが求められる場面において，

ファミリービジネスの経営における重要な示唆

を提供する。これにより，ファミリービジネス

の持続的成長と競争力強化に向けた具体的な方

策を提案するとともに，ファミリービジネスに

おいて重要なイベントである事業承継や新規事

業の開発において管理会計情報の利用やMCS

の整備がいかなるロジックを持って進められた

のか，そのデザイン 1） の基本思想とその帰結を

明らかにできれば幸甚である。

2．先行研究

　本章では，先行研究を概観しながら，ファミ

リービジネスにおいて事業承継者がMCSをど

のように活用しているか，あるいは事業承継者

がアントレプレナーシップを発揮するための理

論的フレームワークについて検討する。これら

の研究成果を通じて，事業承継者の戦略的意思

決定や日常的な業務遂行におけるMCSの役割

を明らかにすることで，本稿における分析アプ

ローチに繋がる基盤を提供する。

2.1.  ファミリービジネスにおける管理会計

実践に関する議論

　まず，ファミリービジネスにおける管理会計

実践に関する先行研究をもとに，ファミリービ

ジネスが持つ特徴が管理会計やMCSにどのよ

うな影響を及ぼしているのかを明らかにしてい

こう。

　Tsang（2002）は，ファミリービジネスにおけ

る戦略的知識の集中がもたらす影響を分析して

いる。特に，重要な知識が家族内に集中するこ

とで迅速な意思決定が可能になる一方で，知識

の漏洩リスクが低下することを示している。し

かし，創業家内の Key Personを失うことによっ

て「組織の記憶」（Organizational Memory）への

対処が必要になるとも述べている。Mazzola et 

al.（2008）は，次世代の家族経営者が家業に加

わった後の育成プロセスにおいて，戦略計画プ

ロセスがどのように役立つかを検討している。

18 のイタリアの家族経営企業の事例分析から，

戦略計画プロセスに次世代の家族経営者（すな

わち，事業承継者）を参加させることで重要な

ビジネス知識やスキルを提供し，現経営者と次

世代リーダー間のコミュニケーションを促進し，

経営のイニシアティブを握る次世代経営者に対

する信用性と正当性を構築するという。さらに，

1）	 本稿におけるデザインとは，「与えられた環境で目的を達成するために，さまざまな制約下で，利用可能な要
素を組み合わせて，要求を満足する対象物の仕様を生み出すこと」（Ralph	and	Wand	2009，108）と定義して
おく。
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Moilanen（2008）は，フィンランドの大規模な

ファミリービジネスにおいて管理会計が信頼の

構築と維持に果たす役割を明らかにした。特に，

創業家の信頼を得た管理会計担当者が，管理会

計システムのプロフェッショナル化を推進する

力を持つことを示している。あるいは，

Giovannoni et al.（2011）は，ファミリービジネ

スにおける知識の世代間伝達において管理会計

が果たす役割を検討している。ここでは，事業

承継の過程で管理会計の実践がオーナー家族と

の非オーナー家族出身の管理者との間の知識移

転を支援し，企業の複雑化に伴うMCSの形式

化の必要性を強調している。

　こうした先行研究をもとにファミリービジネ

スにおける管理会計およびマネジメント・コン

トロールに関する実証研究の文献を包括的にレ

ビューした Senftlechner and Hiebl（2015）は，

ファミリービジネスは非ファミリービジネスに

比べて情報の非対称性が低く，管理会計および

MCSの必要性が限定される可能性があるとい

う。また，ファミリービジネスの特性，例えば

相互信頼，家族固有の目標，権力の集中などが

管理会計およびマネジメント・コントロールの

先行要因として重要であることを示唆している。

　その後もいくつかの先行研究において重要な

示唆が得られている。例えば，Leotta et al.（2017）

は，ファミリービジネスにおいて新しい管理会

計手法の導入が新世代のリーダーシップ構築に

重要な役割を果たすことを小規模の家族企業で

あるイタリアの太陽光遮蔽システム製造会社を

対象とした事例研究によって明らかにした。さ

らに，Kallmuenzer et al.（2017）は，経営革新性

の程度（innovativeness）が比較的低く，経営の

自律性（managerial autonomy）の程度が高い

ファミリービジネスにおいて MCSが財務パ

フォーマンスを高める方向へ作用することを明

らかにしている。

　同様に先行研究をレビューした Quinn et 

al.（2018）は，Craig and Moore（2015）よる AGES

フレームワークを用いてファミリービジネスに

おける管理会計と統制に関する研究展望を論じ

ている。ここで言う AGESとはアーキテクチャ

（Architecture），企業統治（Governance），企業家

精神（Entrepreneurship），スチュワードシップ

（Stewardship）の頭文字を取ったものである。こ

の中で，企業家精神（Entrepreneurship）2） につい

ては，ファミリービジネスの特徴として経営陣

が長期的な視点を持つとともに，CEOの任期が

長く，回収が長期に及ぶような設備投資を受容

する傾向にあることが特徴であるとされている

（James 1999，Sirmon and Hitt 2003，Miller et al. 

2008）。また，新たな管理会計システムの導入は

次世代のリーダーシップの構築を支援するとさ

れており（Leotta et al. 2017），経営者が経営理念

や戦略に自らの意思を反映させ，組織成員の合

意と納得を得ながら経営目標を達成しようとし

ている。このことから，ファミリービジネスと

管理会計あるいはMCSとの関係は必ずしも補

完的ではなく，これらのシステムのデザインは

当該企業における企業家精神のあり方にとても

依存すると考えられる（Quinn et al. 2018）。

　日本国内でもこうした知見をもとに中小企業，

2）	 本稿では企業家精神を「将来の財やサービスを生み出す機会がどのように，誰によって，どのような効果を
もって発見，評価，利用されるか」（Shane	and	Venkataraman	2000）を対象とする領域と捉え，「機会の源泉」，
「機会の発見，評価，活用のプロセス」，「機会を発見し，評価し，活用する個人」（の集合）として捉えている。
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ファミリービジネスにおける管理会計実践につ

いてもさまざまな事例研究が進められている。

とりわけ，事業承継を契機に後継経営者が自ら

の正統性を確保するためにMCSの整備を進め

てきたことが示されている（中島 2020；宗田・

君島 2020；飛田 2020；吉川 2021）。

　以上から，ファミリービジネスにおける管理

会計およびMCSは，家族の信頼関係や知識の

集中を活用して迅速な意思決定と知識の保護を

実現する一方，事業承継に代表されるように組

織の記憶喪失リスクや次世代リーダーの育成を

いかに図るかという課題に常に直面をしていく

ことになる。また，ファミリービジネス特有の

目標や権力の集中がMCSの設計に影響を与え，

結果的に財務パフォーマンスに及ぼす影響もあ

るということである。すなわち，ファミリービ

ジネスは家族固有の価値観や目標を持ち，経営

の柔軟性や長期的視点を持つのでMCSはその

特徴を反映していると言える。また，管理会計

や MCSをいかに活用するかによって，リー

ダーシップの移行や不確実性への対応において

重要な役割を果たす可能性が考えられる。

　つまり，以下の 3点について留意することが

求められる。新規事業開発の際にファミリービ

ジネス特有の迅速な意思決定とリスク管理をど

のようにMCSに反映させるか。次に，経営の

不確実性が高い場面で，家族の信頼関係を活か

したMCSの設計と活用をいかに行うか。最後

に，次世代リーダーへの知識移転プロセスにお

けるMCSの役割と効果的な育成方法の検討に

ついてである。

2.2.  事業承継者のアントレプレナーシップ

に関する議論

　落合（2018）によれば，ファミリービジネス

の事業承継を通じた後継者 3）による能動的行動

を扱う研究は，ファミリービジネス（中小企業）

を対象とする事業承継研究とアントレプレナー

シップ研究という別々の領域で「互いに没交渉

のまま議論されてきた」（落合 2018，14）という。

そうした双方の分野にある陥穽に架橋するべく，

落合（2018）はファミリービジネス後継者の企

業家的活動プロセスを明らかにするためのフ

レームワークを構築している。

　図表 1はそのプロセスを示したものである。

これによれば，企業家活動プロセスは 4つの要

件から構築されるとしている。

　まず，「先代経営者への資源依存」とは，社内

と社外の 2つの視点から構成され，社内の視点

は「ファミリービジネスの後継者が先代世代か

ら従業者や技術者，設備，資金，技術等を依存

している状況を分析する」（落合 2018，19）もの

であり，社外の視点は先代経営者世代から取引

のある顧客，仕入先や業界団体，地域社会など

の利害関係者との関係などを前提にして，事業

承継者自身の自律性を問題として取り扱ってい

る。

　次に「事業機会の認識と評価」は，「ファミ

リービジネスの後継者が経営環境から事業機会

をどのように見出しているのか」（落合 2018，

19）という視点である。これは，先代から継続

する経営資源が制約にもなるし，ポジティブな

影響を与える可能性もある。すなわち，すでに

3）	 落合（2018）では主として後継者という表現を用いているが，これは本稿における事業承継者と同義で使われ
ているものと考えている。よって，以下では文意をその損なわない程度に落合（2018）で用いられている後継
者の表現を事業承継者に揃えて用いる。



− 5−

保有している経営資源を基礎として，事業を継

続するにしても，新たな事業を構築するにして

も，そこにどのような機会を事業承継者が見出

すかという問題である。こうして見出した事業

機会を具体化していくプロセスの中で，事業承

継者は「事業ドメインの再定義」に迫られる。

ここに至るプロセスを検証することは，「世代

交代を通じた後継者による企業家的革新の問題

に対して，より豊富な示唆を与えてくれる可能

性」（落合 2018，20）がある。

　そして，最後に「必要資源の獲得と動員」で

ある。事業承継者は先代からの経営資源を引き

継いでいるとは言え，それが必ずしも経営環境

に適合的なものであるとは限らない。このとき，

その経営資源の再解釈が求められるであろうし，

新たな経営資源を獲得する必要があればそれを

いかにして獲得するのかを考察することが求め

られる。さらには，企業内外の利害関係者の協

力無しに経営資源の動員が困難になる可能性も

ある。

　こうして，落合（2018）のフレームワークは，

多くの中小企業が含まれるファミリービジネス

における事業承継と，事業承継者がいかにして

アントレプレナーシップを発揮するのかを考察

する視点を提供している。

　ファミリービジネスにおける戦略的行動につ

いては，Strobl et al.（2018）が興味深い研究成

果を残している。彼らは，オーストリアの中小

企業 195 社を対象に，ファミリービジネスにお

ける経営者によるイノベーション行動が企業レ

ベルでの探索（exploration）と深化（exploitation），

すなわち「両利きの経営」（に与える影響を明ら

かにしようとした。これによれば，イノベー

ション行動は企業レベルでの深化と探索に対し

て強い正の影響を持つことを示している。とり

わけ，探索に与える影響が非ファミリービジネ

スよりも強く，ファミリービジネスの経営者に

与えられている高い裁量権と自由度，長期的な

視点を持つことが影響していると述べている。

　このように，ファミリービジネスにおいて新

規事業への展開は経営者としての裁量が最も発

揮される場面である。と同時に，落合（2018）

が示したように，その意思決定に至るまでのプ

ロセスにおいて，本稿が分析対象とするファミ

リービジネスでは先代経営者までに築かれた経

営資源に多くを依存しながら，それを一定程度

所与として事業機会の認識と評価を行ったうえ

で事業ドメインを改めて定義づけることが求め

られることになる。そして，このことはすでに

先行研究によって示されているファミリービジ

ネスにおけるMCSの機能と合わせて，ここに

本稿が取り扱う場面における情報機構の機能と

してMCSの機能やシステムデザインを検討す

る意義が示唆するものだと言えよう。

2.3.  小括

　ここまで本章では，ファミリービジネスにお

ける事業承継後継者の管理会計やMCSの活用

（出所）落合（2018）18 頁

図表 1　ファミリービジネス後継者の企業家活動プロセス
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と，後継者のアントレプレナーシップに関する

先行研究を概観してきた。具体的には，ファミ

リービジネスの特性が管理会計や MCSの設

計・活用に与える影響を分析し，戦略的意思決

定や日常的な意思決定プロセスへの影響を論じ

た。さらに，次世代のリーダーシップ構築にお

ける管理会計の役割や，創業家内の知識伝達に

おけるMCSの重要性についても述べてきた。

特に，Senftlechner and Hiebl（2015）は，ファミ

リービジネスにおける情報の非対称性が低く，

相互信頼や家族固有の目標が管理会計及び

MCSの必要性を限定する可能性があることを

指摘している。また，Leotta et al.（2017）は，新

しい管理会計手法の導入が新世代リーダーの育

成において重要な役割を果たすことを示してい

る。これらの知見は，管理会計情報が事業承継

や新規事業開発においていかに活用されるべき

かを考える上で重要な示唆を提供している。

　そこで，以下ではこれらの先行研究を踏まえ，

以下の仮説を検討する。

　第一に，ファミリービジネスの事業承継者は，

管理会計あるいはMCSを活用することで，経

営改革を推進し，新規事業の展開に成功する可

能性が高い。ここで何を持って「成功」と定義

するかは視点によって異なるが，ここでは新規

事業による新規顧客の獲得や事業の存続可能性

が高まる状況を想定している。

　第二に，後継者のアントレプレナーシップは，

管理会計情報の活用とMCSの整備によって強

化される。本稿では，事業承継者によるアント

レプレナーシップの発揚という場面において，

事業承継者が取り組んだ事業承継に伴う経営改

革と新規事業の開発，展開を具体的な事象とし

て取り上げることにする。

3．分析のアプローチ

　そもそも，MCSは戦略的不確実性が高い状況

の中でこれを低減させ，組織内で安定的に事業

活動を方向づける機能を有している（Simons 

1995）と同時に，MCSを活用することで組織成

員に対して組織学習や創造性，イノベーション

にポジティブな影響をもたらすことが示されて

いる（Bisbe and Otley 2004；Henri 2006；Widener 

2007；Bedford 2015；Bedford et al. 2019 など）。こ

うした組織成員に対する方向づけを行うMCSの

機能に着目をしつつ，飛田（2021）では中小企

業における管理会計実践をもとにそのMCSの持

つ特徴を明らかにした。加えて，MCSをデザイ

ンする中小企業経営者にとって，管理会計や

MCSから得られる情報は，企業家にとって過去，

現在を通じてすでに認識している「今ある会社」

の姿と，未来に「ありたい会社」に向かうため

に今ある会社とのギャップを認識する道具立て

として機能しうることを示唆している 4）。これ

を飛田（2021）では，経営者が中長期的に「あ

りたい未来」として捉えている構想，それを具

4） 飛田（2021）では，中小企業におけるMCSを経営者がいかにデザインするかを検証するため，2つの視点を
導入した。それは，過去，現在，未来という時間軸を扱う「思考（未然）と現実（成果）のギャップを認識す
るデザイン」と，経営者，管理者，従業員という組織階層の相違を原因に生じる認識ギャップを埋める「経営
者と組織成員の認識ギャップを調整するデザイン」である。これに加えて，MCSは経営者によって組織成員
を方向づける，動機づけるためだけでなく，経営者自身の認識（企業観，事業継続，将来見通し）にも影響を
及ぼす可能性があることを示唆している。これを「MCSの機能を検証して修正できるデザイン」とし，今あ
る会社と未来にありたい会社とのギャップを埋めるために，経営者はMCSを活用するのだという視点を提示
している。
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体化するための経営計画を構築するために

MCSを活用している可能性があることを示唆

している。そこで，以下では飛田（2021）で得

た研究課題と先に設定した 2つの仮説を検証す

るために，分析のアプローチとして飛田（2024）

をもとに提示する。

　熟達した中小企業経営者は，長期的視点に立

脚にして新たな事業機会（領域）を含めて事業

構想や戦略を検討している。これには識別可能

な「リスク」に対応するための組織の目標達成

や問題解決に向けた会計情報のみならず，経営

者が将来構想を練るために必要とされる会計情

報が必要になることを意味する。飛田（2024）

は，Knight（1921）によるリスクと不確実性に

ついての概念を援用し，企業家が直面する不確

実性に対応する MCS のデザインがいかにある

かを検討している。その結果，MCSはSarasvathy

（2008）の言う予測可能な未来に対する計画

（Causation）と不確実性下での意思決定

（Effectuation）の両方をサポートするものであ

ると捉えている 5）。

　中期経営計画のようなある一定の戦略のもと

で企業を方向づける計画を策定し，それを所与

として事業を遂行する Causation的なMCSの活

用を経営者が行うことによって，組織成員はそ

の目標を達成するためにどのような論理を構成

し，そこに至るために必要な情報を収集し，適

切な意思決定を繰り返していくことにより，目

標が実現されるように導かれる。これに対して，

新規事業への進出は，経営目標として一定の期

間における収益や顧客獲得目標が共有されども，

それが実現可能かどうかは予測不能である。

よって， Effectuation 的な発想で限られた経営資

源を基礎に，MCS を活用して実行可能な手段を

認識・判断し，実行プロセスを通じて情報を収

集し，方向性をその都度紡ぎ出していくことも

あり得る。すなわち，元来のMCS研究は，合

理的なトップダウン決定から組織内の戦略的意

思決定における統合的でコミュニケーションの

手段としての調整メカニズムとしての役割があ

る（Wolf and Floyd 2017）とされているように，

経営者による戦略的な意思決定以後に経営戦略

の評価，経営計画の策定と実行など，プログラ

ミングされ，明示的に認識可能な事業を対象に

分析がなされてきた。これに対し，飛田（2024）

は仮説的に将来計画を策定に至るプロセスまで

にMCSから提供される情報をいかに活用する

かを議論しようとしている。

　図表 2は飛田（2024）が示した企業家的な経

営者がMCSを活用して事業機会を事業化に結

びつける意思決定を行い，経営戦略や計画策定

に結びつけるかを検討するフレームワークであ

る。すなわち，企業家はMCSを用いてリスク

を評価し，事業機会を定義し，経営戦略を策定

するとともに，より具体化された経営計画を実

行するためにMCSを活用するとのモデルを仮

説的に提示した。すなわち，中小企業経営者，

（本稿では事業承継者）がそれまでに得た熟達

5）	 このとき重要な視点は，Gustafsson（2004）が示しているように，Causation と Effectuation が選択的に捉え
られているのではなく，企業家が状況に応じて	Causation	と	Effectuation	双方の推論を用いることができる
と考えている点である。ある情報を取得しても，その情報をもとに指針を定めて計画や方向性をプログラミン
グする（Causation）こともあれば，情報をもとに新たな方向性を導き出して試行錯誤を重ねながら実行可能
な行動を積み重ねていく（Effectuation）こともあり得る。そうした両面性を兼ね備えていることを明らかに
するにはアクション・リサーチなど，経営者が行う情報利用や意思決定の場面に立ち会う必要があるかもしれ
ず。その意味では本稿で採用するアプローチには限界があることを認識している。
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した経験をベースに戦略的不確実性に対応する

ための企業家的活動（Effectuationと Causation）

を行い，その事業としての見通しを立てるため

にMCSを通じて情報を得る。つまり，①リス

ク・事業機会の認識に影響する情報システムと

して活用することで事業の見通しを立てる。そ

れにより，リスクや不確実性，複数の事業機会

を比較検討することにより，意思決定を行うが，

②その認識を仮説的に貨幣的価値で測定するこ

とによって意思決定を支援する情報システムと

してMCSを活用する。

　こうしたプロセスを明らかにするために，以

下では事例研究を行う。とりわけ，本稿では

ファミリービジネスの事業承継者がいかにMCS

を整備することで経営改革を実現したのかを明

らかにする。これにより，ファミリービジネス

における管理会計及びMCSの重要性と，その具

体的な活用方法について深い洞察を提供するこ

とを通じて研究課題を明らかにしていきたい。

4．事例研究：	乗富鉄工所における経営改革と

管理会計システムの整備 6）

　本稿では，福岡県柳川市に所在する株式会社

乗富鉄工所（以下，乗富鉄工所と略記する）を

事例とし，事業承継場面において事業承継者が

いかに管理会計情報を活用し，MCSを整備して

成果を実現しようとしたのかを例示する。

4.1. 会社概要・調査過程

　乗富鉄工所は，1948 年に創業され，1969 年に

法人化された福岡県柳川市に所在する中小企業

である。2022 年に経済産業省によって「はばた

く中小企業・小規模事業者 300 社」に選定され

た，2024 年 1 月現在，売上高約 14 億円，従業

員 70 名を有する水門メーカーである。

　現在の代表取締役は乘冨賢蔵（のりどみ・け

んぞう）氏であり，2024 年 1 月に事業承継を

行った同社 3代目である。同氏は大学院卒業後，

造船メーカーに勤務し，生産管理などの業務に

（出所）飛田（2024）55 頁をもとに筆者作成

図表 2　「今ある会社」と「ありたい会社」のギャップを埋めるMCSのデザイン過程

6） 以下の事例は飛田（2024）に一部掲載したものをもとに詳細を述べたものである。
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携わっていた。その後，2017 年に実質的な後継

経営者として同社に入社してから，主に生産管

理や新規事業開発などを手掛けてきた。

　調査は 2020 年 8 月から 2023 年にかけて 3回

のインタビュー調査を行うとともに，2022 年か

ら2024年にかけては仕事始めに開催される「新

年社員総会」に同席して事業計画や事業の現状

について経営陣としての見解を直接組織成員に

説明する機会を得ている。以下では，乘冨賢蔵

氏に対するインタビューを中心とした調査内容

や新年社員総会によって示された経営方針，現

状報告などをもとに記述する。

4.2.  改革必要性の認識と新たな事業機会の

模索

　2017 年，当時造船メーカーに勤務していた乘

冨賢蔵氏は，将来的な後継経営者として家業で

ある乗富鉄工所に入社した。

　水門メーカーである乗富鉄工所は，その業種

特性がゆえに農閑期にのみに工事が行えるとい

う季節的なバラつきがあった。これを解消する

ために，それまではごみ処理施設の補修工事と

いった季節による収益のボラティリティを低減

する取り組みを行っていた。しかし，こうした

工事は一旦取り掛かると数ヶ月に及ぶこともあ

り，厳しい環境で工事に臨まねばならないよう

な状況にもあったという。こうしたことから，

従業員の離職が大きな経営課題になっており，

経営改革が急務になっていた。

　加えて，当時の乗富鉄工所にはベテラン工場

長の退職による工程管理に関する知識の継承問

題が顕在化しつつあった。当時の同社では，作

業工程の管理のほとんどを工場長に依存してい

た。水門工事は水門そのものの加工だけでなく，

現場での据付工事，動作確認まで含んで行われ

ることから，長期間に及ぶものが多い。例えば，

受注に至る納期 100 日前から製造が始まるとし

ても，工場にはスペースが限られているため受

注した工事をすべて実施することはできない。

そのため，月あたり 8時間かけて中期予定を組

み立て，週 2時間をかけて工程会議資料を作成

し，毎週 1時間のミーティングという時間をか

けて作業が行われていた。これらを管理するた

めに基幹システムが構築され，同社でも採用さ

れていたが，こうした差配を行うのが工場長の

役割であった。これに対しては，2020 年から乘

冨賢蔵氏が以前勤めた造船会社での生産管理の

経験を活かし，カスタムアプリケーションを用

いて自作を行った。これにより作業工程の構築

にほとんど時間を要することがなくなり，工場

長の暗黙知を，アプリケーションを通じて全社

で共有することができるようになった。すなわ

ち，現業統制（Operational Control）レベルのシ

ステムが整うようになった。

　一方，売上の季節的変動を少しでも和らげる

ため，乘冨賢蔵氏は事業多角化と新規市場への

進出を検討していた。すなわち，新規市場への

進出が売上の安定と組織の活性化をもたらす可

能性があると判断したのである。

　先に述べたように，乘冨賢蔵氏は元々造船

メーカーで生産管理業務に従事し，工員の配置，

作業スケジュールの確定，作業の標準化などに

携わっていた。そこでは大型船を効率よく製造

するために，いわゆる改善活動が重視され，工

員は決められた作業を仕様どおりに実施するこ

とが正しいものだと考えられていたという。し

かし，同社に入社してから同じように生産プロ

セスを組み立てようにも全く同じように進まな

いため，いかにして工員のモチベーションを維

持しつつ，経営改革を図るかを思案していた。
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その際，自社の強みは何かと改めて問い直した

ところ，在職している工員の特徴に共通してい

るのは「モノづくりが好き」という根底にある

マインドセットの部分であった。製品はもちろ

ん，工場内の備品をありあわせの部品で作り，

それを長年使えるほどのものに仕上げることの

できる技術力にこそ同社の強みがあると考えた。

そして，この強みを生かした事業領域に進出し

ようと，乘冨賢蔵氏は試行錯誤を行った。この

とき，乘冨賢蔵氏は新規事業を実施するに際し

て研究開発や試作品制作，販売に至るまでに必

要となる予算を見積もり，売上の数％までであ

れば予算内で新規事業への投資を行うことがで

きると判断した。こうして，自社の強みとして

「工員のモノづくりに対する考え方」を基軸に

しつつ，新規事業の構築を図ることで企業の浮

上を図ろうとしていた。しかし，それは容易で

はなかった。

　そこで，乘冨賢蔵氏は当時注目されていた

「デザイン思考7）」に基づくモノづくりやデザイ

ンというものに強く関心を示していた。すなわ

ち，「モノづくりが好き」であるということ，同

社の工員が持つ技術を活用して顧客の課題解決

を図る新規事業の開発を行おうとした。その結

果，地元企業が持つ課題解決アイテムの企画，

製造，販売を行うとともに，ある製品について

は特許を取得するまでに至った。しかし，これ

らが大きな売上をもたらすことはなかった。な

ぜなら，特定の課題解決に焦点を絞りすぎたた

めに，十分な市場規模がなく，単品製造を行う

ため高コストになってしまい，収益性の見込み

の立たないアイテムになっていたからである。

最初の事業機会は，顧客課題を認識し，製品開

発，販売まで漕ぎ着けたものの，本格的な事業

展開には至らなかったのである。ただし，限ら

れた経営資源を用いて新たな事業構築を模索す

る企業家としての行動がトライアンドエラーに

対する心理的耐性を生み出すとともに，プロト

タイピングによる試行錯誤と製品としての機能

やデザインを高める改良を行うマインドセット

への切り替えを生むようになっていった。

4.3.  新事業への展開と迫る世代交代への  

対応としての DX 化

　2020 年，すでに乘冨賢蔵氏が入社して 3年が

経過していた。この年の春頃から新型コロナウ

イルス感染症（COVID-19）が蔓延し始めてい

た。外出機会が大きく制限され，人々の生活習

慣が変化していった時期でもあった。都市では

なく郊外で楽しめるレジャーとしてキャンプが

注目されるようになっており，キャンプ用品

メーカーが顧客の潜在的なニーズを掴んで規模

を拡大していた。

　こうした動向がある中で，ある日工員からの

発案もあり，同社にある資材やそれまでのノウ

ハウを活用してキャンプ用品の試作を行うこと

にした。これが同社始めての B to C向けの製品

である「スライドゴトク」（図表 3左上）であっ

た。ステンレス製の材料を工員が 1つ 1つ丁寧

に手作業を行って製造する製品は徐々に取り扱

い店舗を増やしていくことになった。2021年に

製品化に漕ぎ着けたこの新規事業は，デザイ

7）	 デザイン思考とは，デザインファームである IDEO社の CEOであるティム・ブラウンが示した技術的に可能
なものや実行可能な事業戦略が消費者の価値や市場機会に転換できるものと人々の欲求とを適合させるため
にデザイナーの感性や方法を使用する原則であるとしているが，特定の定義やプロセスは示されていない。
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ナーの採用や SNSを活用し，積極的にマーケ

ティング戦略を仕掛けることで従来のB to Bあ

るいは B to G（Government）だけでなく，B to 

C市場を開拓することに成功した。それ以後も，

「ヨコナガメッシュタキビダイ」（図表 3右上）

や気軽にバーベキューを楽しめる「アップダウ

ングリル」（図表 3左下）など，考え抜かれたア

イデアとデザイナーによる先進的なデザインが

相まって，『ノリノリライフ』というブランド

展開が行われるようになっていった。

　そうした成果は，2023 年に「ヨコナガメッ

シュタキビダイ」のグッドデザイン賞（日本）

受賞を始め，国内外のデザインアワードでの受

賞にも繋がっている。また，こうした革新的な

姿勢はその他の新規事業や他社との連携，共同

研究開発にもつながっていると同時に，積極的

な発信は新卒採用などにもポジティブな影響を

もたらしている。実際に，福岡県内に本社を置

く大手家具卸・メーカーやスタートアップ企業

との連携，さらには本業の水門事業でもこれま

で発注がなかった地方から受注を得るなど，本

業へのポジティブな影響も出ている。デザイン

思考と顧客接点の拡大に重点を置いた結果，既

存の市場とは異なる新しい顧客セグメントが開

拓され，企業のリスク分散と収益源の多様化に

寄与した。

　こうした新規事業のダイナミックな展開と合

わせて，乘冨賢蔵氏が経営の中核に入ることで

再構築されたMCSは経営課題の早期発見と迅

速な対応を可能にした。カスタムアプリケー

ションを利用したプロジェクト管理とデータ分

析ツールの導入により，工程の進捗，品質管理，

在庫管理などが一元化され，事業の効率化に寄

与した。また，従業員の意見を反映した使いや

すいユーザーインターフェイスは，社内のコ

ミュニケーションと情報共有の促進に繋がり，

出所）乘冨賢蔵氏より提供

図表 3　乗富鉄工所が生み出した製品
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組織内の知識の継承を容易にした。新規事業へ

の進出に関しては，従来の顧客基盤と異なる市

場へのアプローチにより，組織の柔軟性と革新

性が徐々に社内に伝播し，浸透していった。新

規事業の収益に与えるインパクトは全社売上の

数％とわずかではあるが，乘冨賢蔵氏によれば

「売上は数％でも，SNSやインターネットメディ

アを通じて多くの方に会社の名前を知って頂い

ている。新たな取り組みが大きな広告宣伝効果

を生んでいる」（乘冨賢蔵氏へのインタビュー）

という。

4.4. 小括：	事例から得られるインプリケー

ション

　本章では，乗富鉄工所を事例として，事業承

継後の経営改革とMCSの整備について検討を

行った。この事例を先に提示したフレームワー

クを用いて検討し，得られたインプリケーショ

ンを以下にまとめていく。なお，図表 4は図表

2で示したフレームワークをもとに，ここまで

述べた事実関係をまとめたものである。

　第 1に，事業承継者である乘冨賢蔵氏が，自

身の経験と知識をもとにMCSを整備すること

で，経営改革を効果的に推進した。具体的には，

工場長の暗黙知をカスタムアプリケーションで

形式知化し，工程管理の効率化に成功した。こ

のように，MCSを活用することで，経営資源の

有効活用と迅速な意思決定が可能となり，事業

承継後の安定的な経営を実現した。これは， 

Senftlechner and Hiebl（2015）が指摘するように，

ファミリービジネスにおける情報の非対称性が

低いことがMCSの効果を高める一因であるこ

とを示唆するものであると言えよう。また，カ

スタムアプリケーションの導入には工程管理や

品質管理の一元化をもたらし，組織内の情報共

有を促進した。これによって従業員間のコミュ

ニケーションが活性化し，知識の継承が容易に

なった。このことは，Giovannoni et al.（2011）

が指摘する管理会計が知識の世代間伝達に果た

す役割を強調するものであり，事業承継におい

て重要な要素であることが再確認された。

　第 2に，乘冨賢蔵氏は新規事業開発において

「モノづくりが好き」という従業員の特性を活

かし，デザイン思考を取り入れた製品開発を進

めた。これにより，同社は B to C市場への進出

に成功し，収益源の多様化を図る基礎を築くこ

とができた。このプロセスは，落合（2018）が

提唱するファミリービジネス後継者の企業家的

活動プロセスに適合し，事業機会の認識と評価，

事業ドメインの再定義，必要資源の獲得と動員

といった要素を含んでいる。また，新しい管理

会計手法の導入が事業後継者のリーダーシップ

に対して重要な役割を果たしていることが確認

された（Leotta et al. 2017）。

　第 3に，乘冨賢蔵氏は，新規事業の展開にお

いてリスクと不確実性に対処するため，MCSを

活用して戦略的な意思決定を行った。具体的に

は，予算内での新規事業への投資判断や顧客

ニーズに応じた製品開発を行うことで，不確実

な環境下での柔軟な対応を実現した。これは，

飛田（2024）が提唱するCausationと Effectuation

の両方をサポートするMCSのデザインが有効

に機能した例と言える。リスク評価と事業機会

の認識を通じて経営戦略と計画を策定し，実行

するプロセスを通じて経営の安定と成長を図る

ことができたと言えよう。こうしたプロセスが

企業を好循環させることにつながり，「日本の

ものづくり本来の力を，この町工場から取り戻

していきたい。」という同社の Noridomiʼs 

Philosophyの実現に着実な一歩を踏み出したと
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乘冨賢蔵氏は感じている。

　以上のように，乗富鉄工所の事例から，事業

承継者が自身の経験と知識を活かし，適切な管

理会計情報とMCSの整備を通じて，経営改革

と新規事業の成功に繋がることが示された。と

りわけ，事業承継者のアントレプレナーシップ

が管理会計情報の活用とMCSの整備によって

強化され，新規市場への進出や収益源の多様化

を実現する要因となったと言えよう。

5．おわりに

　本稿では，中小企業の経営者がアントレプレ

ナーシップを発揮し，MCSを整備することが，

企業の経営改革と新規事業の成功にどのように

寄与するかを検討してきた。特に，乗富鉄工所

の事例研究を通じて，具体的なMCSの活用方

法について言及した。最後に得た知見と今後の

研究課題について述べる。

　第 1に，事業承継後の後継者が，管理会計情

報をいかに効果的に活用するかが経営改革の成

（出所）調査内容に基づき筆者作成

図表 4　乗富鉄工所におけるMCSデザインの全体像
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功に大きな影響を与えることを示した。特に，

工場長の暗黙知をカスタムアプリケーションで

形式知化して工程管理の効率化を図るなど，具

体的な事例を通じてその重要性を示した。

　第 2に，後継者が自身の経験と知識を活かし，

MCSを整備することで，経営改革を推進し，

新規事業の成功に繋げることができた。特に，

MCSの活用や整備が新規市場への進出や収益

源の多様化を実現する要因となったことを示

した。

　第 3に，企業家（本稿では事業承継者）が状

況に応じて Causationと Effectuationの両方を用

いることができるようなMCSのデザインと運

用が重要であることを示した。公共工事である

がゆえに工事計画をもとに事業を安定的に実行

することを担保しつつ，それまで進出してこな

かったB to C市場のような新規事業への進出を

支援するMCSの設計が企業の成長と安定に寄

与することが示された。これにはシステム設計

者である事業承継者の役割が大きく，1年を基

軸とする伝統的なMCSの機能ばかりでなく，

戦略的不確実性が高い状況下で経営者が自らの

持つ新規事業への見通しを立てるためにも，こ

うした情報が利用されていることを示している

点も忘れてはならない。

　すなわち，本稿では乗富鉄工所の事例研究を

通じて，ファミリービジネスにおける事業承継

後継者がMCSを活用することが，経営改革と

新規事業の成功に寄与することを示した。また，

アントレプレナーシップの発揮やリスクと不確

実性への対応においてMCSの重要性が再確認

された。これらの知見は，ファミリービジネス

の経営における管理会計およびMCSの具体的

な活用方法について深い洞察を提供するものだ

と考える。

　しかし，多くの研究課題も残されている。

　まず，本研究では乗富鉄工所の例を中心に分

析を行ったが，他の中小企業や異なる業種にお

ける事例研究を増やすことが必要である。これ

により，より一般化可能な知見が得られると考

えられる。

　次に，本稿では主に事業承継直後の短期的な

影響を分析したが，長期的な視点からの影響を

追跡することも重要である。時間の経過ととも

にMCSの整備がどのように企業の持続的成長

に寄与するかを明らかにするための長期的な追

跡調査が求められる。

　最後に，企業文化や地域文化がMCSの設計

と運用に与える影響についても研究が求められ

る。特に日本のファミリービジネスに特有の文

化的要因がどのようにMCSの活用や経営戦略

に影響を与えるかを解明することが重要であろ

う。

　以上から，本稿の知見はファミリービジネス

の経営におけるMCSの具体的な活用方法につ

いて深い洞察を提供し，今後の研究や実務にお

いて重要な示唆を与えるものだと考える。ここ

まで示した課題を踏まえ，さらなる研究の進展

を期するものである。
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